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研究成果の概要（和文）：本研究は既存の知識移転の枠組みを延長し、組織コミュニティへの知識移転を調査し
た。インドの地場自動車部品サプライヤーコミュニティを事例研究調査した結果、生産システムの受け手のコミ
ュニティの特性が、①高いトップのコミットメント、②メンバー同士の対等な関係、③メンバー同士の頻繁な資
源の交換、④メンバーの適度な技術・知識の違い、⑤メンバー間の情報の高い見える化を行っているときに、知
識の移転度が高くなり、その結果、⑥製造パフォーマンスが高くなっていた。本研究はこれらの条件下では、組
織コミュニティに対する知識移転のほうが単体の企業の知識移転よりうまくいく可能性があることを明らかにし
た。

研究成果の概要（英文）：Previous studies on knowledge transfer mainly discuss the transfer between 
the single organisations. Some other literature infer that under certain circumstances, knowledge 
transfer to community may work better than to single organisation. This paper aimed at shedding a 
light on knowledge transfer to organisation community. It concerns the flow oriented management 
system as a transfer content. Inductive case study approach (Eisenhardt, 1989) was applied to 
develop propositions to be tested. The data collected from the Indian car component suppliers’ 
community indicate that involvement of top managers, power gap, technology diversification, 
visualisation, and resource exchange have an influence on the transfer outcome.

研究分野： 国際経営
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１．研究開始当初の背景 
近年インド政府は持続的な経済発展のため
に製造業の強化を図っており「製造業の競争
力強化」に向けて日本に対する支援への期待
は大きい。2005 年 4 月、2006 年 12 月及び
2007 年 8 月の日印首脳会談時の共同声明に
おいても日本の協力について言及されてい
る。これらの日印首脳間での合意に従い、国
際協力機構は 2007 年 8 月から「製造業経営
幹部育成支援プロジェクト」を発足させ、イ
ンド製造業の競争力強化のために、将来を担
う人材の経営マインドの変革を目指してき
た。このプロジェクトの主要参加企業はプネ
ーに拠点をおくインドの地場サプライヤグ
ループで、このプロジェクトを通じて日本的
生産システムを導入してきた。 
 
２．研究の目的 
2013 年 3 月に行われた探索調査では、イン
ド地場企業間における協働改善コミュニテ
ィの形成が移転成功の鍵であることが確認
された。ここから設定した本研究の目的は
「製造業経営幹部育成支援プロジェクト」主
導でどのように日本的生産システムがイン
ド地場自動車部品サプライヤー・コミュニテ
ィに移転されているかというプロセスとそ
れに影響する要因を明らかにすることであ
る。 

国際的な経営知識移転の研究および、知
識移転の文献の系譜を読み解いていくと、マ
ネジメントシステムまたは知識の獲得者は
ひとつの部門または組織に対するものであ
ることが明らかになった。一方でグループ企
業、系列企業や、財閥企業、またはコンソー
シアムなどの企業グループを知識獲得者の
主体とし、それに対する知識移転はまだあま
り議論されていない分野であり、知識移転に
関連する理論の大きな空白の一つを挙げる
ことができる。 

組織コミュニティへの知識移転は、単一
企業と比較してメンバー同士の制度、 文化、 
力関係などの差異が大きく、組織同士の境界
線が顕著になることから、知識移転がより複
雑化する。しかし、移転過程において、メン
バー間において自主的に学習する制度を整
備することで、単一企業へ行うよりも、組織
コミュニティを利用して知識移転したほう
が移転の度合い、特に知識の維持という点で
効果が高い可能性がある。本研究の目的は、
組織コミュニティに対する知識移転のほう
がある特定の条件下において単一企業への
知識移転より効果的であることを実証する
ことである。 

本研究において、その第一段階として知
識を企業コミュニティへ移転するにあたり、
生産のベストプラクティスの知識移転の成
功事例およびどのような要因がなぜ移転の
成果に影響する可能性があるのかを探索す
る。よって本研究の扱うリサーチクエスチョ
ンは以下のように提示する。 

ベストプラクティスを企業コミュニティ
へ移転するにあたり、どのような要因が移転
の成果に影響する可能性があるのか、そして
それはどのように影響するのか。 
 
３．研究の方法 
本調査においてケーススタディを基にした
帰納的理論探索と構築を試みた(Eisenhardt, 
1989)。ケーススタディはアンケート調査で
は答えにくい「どのように、なぜ」といった
リサーチクエスチョンに対して答えを導く
ことが可能である Yin (2013)。また帰納研究
を行う理由は先行文献研究から明らかにな
った通り知識移転の関連研究分野の中で企
業コミュニティに対して今まであまり焦点
が当たらない分野であり文献の数が少ない
ことあげられる。本調査は仮説を実証するの
ではなく、より理論的に有効な概念モデルを
データから構築することが目的である。した
がって、データを提示する前に命題や仮説を
提示する実証研究とは異なり、データの後に
提示される (Eisenhardt, 1989)。 
実地調査は 2014 年から 2017 年にかけてイ

ンドのムンバイ近郊を拠点とするムンバイ
グループを対象に実施された。ムンバイグル
ープは主に自動車部品の製造・販売を行う財
閥で、19 のグループ企業からで構成されてい
る。2011 年よりグループ企業 19 社の中から
特に重要な第一次サプライヤー（以降 T1 と
表示）5 社（アルファ、ベータ、ガンマ、デ
ルタ、イプシロン）が選ばれそこに部品を提
供している第二次サプライヤー（以後 T2 と
表示）17 社とで 4つの企業コミュニティを作
り、各コミュニティの工場に対して移転チー
ムの手によって生産システムが導入されて
いる。本調査はムンバイグループをケースに
しているが、そのケースの中の 4つコミュニ
ティを分析単位にしている単一ケースの埋
め込み型デザインを採用している（Yin, 
2014）。埋め込み型デザインは豊かなで信頼
できるモデルを帰納する事が可能である Yin 
(2013)。 
 
４．研究成果 
単一企業ではなく組織コミュニティに対す
る知識移転に光を当てることで知識移転の
理論の延長を試みた。今回の 4つのインド地
場サプライヤー・コミュニティに対する調査
から企業グループに対する知識移転の成果
に対する影響要因は主に知識の獲得者の特
性に関するものがデータから明らかになっ
た。 
生産システムを受け入れる側のコミュニテ
ィの特性として、①コミュニティの代表企業
のトップマネジメントの高いコミットメン
ト、②コミュニティメンバー同士の対等な関
係、③コミュニティメンバー同士の頻繁な資
源の交換、④コミュニティメンバーの適度な
技術・知識の違い、⑤コミュニティメンバー
間の情報の高い見える化を行っているとき



に、知識の移転度が高くなり、その結果、⑥
製造のパフォーマンスが高くなるという結
果が明らかになった。 
 
Szulanski(1996, 2000)からの一連の研究の
獲得者側の要因は、モチベーション、吸収能
力、維持能力の欠如が大きいものとして指摘
されているが、獲得者側のメンバー間の特性
やその相互関係については詳しく述べられ
ていない。これは Szulanski の一連の調査の
分析単位が企業内の部局間の知識移転とい
うことで、分析単位の同質性が高いこと、ま
た組織構造、文化、力関係などの違いがそこ
まで大きくないために着目していなかった
可能性がある。今回の調査において、獲得者
側がサプライヤー・コミュニティということ
で組織同士の境界線が比較的顕著だったこ
とからメンバー同士の制度、文化、力関係な
どが比較的その相互作用が浮かび上がった
ことは興味深い発見といえる。この発見は企
業コミュニティへの知識移転のみならず、一
企業であっても部局間の相互作用や、さらに
小さな単位の部局への知識移転においても
その中には課同士や個人同士の相互関係も
あり、そういったところへの応用が可能であ
る。さらに企業グループやコミュニティへの
知識移転は本研究領域に次の新しい研究課
題を提示する。 

 どのようなトップマネジメントが
企業の境界を越えた企業コミュニ
ティに知識移転する際に適してい
るか。またどのようにその人を選抜
し、教育を行うか。 

 どのようにコミュニティメンバー
間の力関係のバランスをとればい
いのか。 

 技術や能力の違うメンバー同士の
間でどのように知識移転を行えば
よいか。 

 どうやってメンバー間において資
源が交換されるか。どのような資源
でどれくらいの頻度か。どのような
情報を教数すればいいか。どの程度
か。 

 どうやってコミュニティメンバー
間で信頼関係を構築すればよいか。 

 コミュニティの情報共有の制度は
どのようなものか。 

 企業間コミュニティの知識移転の
境界連結者の特徴とはなにか。 

 
本研究の結果から、今後、知識移転をする際
は、独立した企業へ行うよりも、財閥、系列、
などから作ったコミュニティを利用して移
転したほうが知識の移転度が高い可能性が
ある。またそういったコミュニティへの知識
移転のプロセスを作ることで、今後コミュニ
ティへの知識移転をする組織にとってより
効率的に行えるという重要な示唆を提示し
た。さらにより効率的な移転を行うことを可

能するコミュニティの特性について明らか
にした。しかし本研究の限界としては、概念
モデルは単一から構築したもので外部妥当
性に限界があるために、今後より大きなサン
プルで実証することが今後の課題である。 
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